
 

寄 附 申 込 書 

 

令和  年  月  日 

島原市長 古川 隆三郎 様 

 

                法 人 番 号   

住   所   

法人の名称   

代表者（役職・氏名）                

(印省略) 

 

地域再生法第１３条の３に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に対して、下記の

とおり寄附を申し込みます。 

 

記 

 

１．事業の名称     島原市まち・ひと・しごと創生推進事業 

寄附金の具体的な使い道                         

※ 寄附金の具体的な使い道は、次の例のようにご記載ください。 

（例）子どもたちの事業に、活用してください。 

（例）地域の活性化に、活用してください。 

指定が無い場合は、空欄で結構です。事業の選定は本市に一任となります。 

 

２．寄 附 金 額    ￥              

  

３．寄附の方法(いずれかにチェックしてください) 

    □ 現金寄附 (□納付書払い ・ □銀行振込 ） 

□ 物品寄附 

※ 納付書払いは、ゆうちょ銀行からのみになります。後日、払込取扱票を送付いたします。 

※ 銀行振込の手数料は、貴社負担となります。振込口座は、別途お知らせいたします。 

※ 物品寄附の場合は、見積書(様式は任意)を併せてご提出ください。 

 

 



全ての項目のチェック、または、必要事項の記載をお願いいたします。         

 

● 寄附額が１０万円以上である： □はい ・ □いいえ 

※本制度は、１回あたり１０万円以上のご寄附が対象となります。 

※物納の場合、一般販売価格が 10万円以上のご寄附が対象となります。 

 

● 貴社の本社所在地は、島原市外である： □はい ・ □いいえ 

※島原市外に本社(地方税法における「主たる事務所又は事業所」)がある法人が対象となります。 

 

● 貴社の税申告は「青色申告」である： □はい ・ □いいえ 

     ※企業版ふるさと納税に係る税の優遇措置を受けることができる法人は、外国法人を含め「青色申告書」を提出し

ている法人になります。 

 

● 寄附を行うことの代償としての経済的利益は受けていない： □はい ・ □いいえ 

※企業版ふるさと納税は、寄附法人に対し「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」 

が禁止されています。具体的な禁止事項は、次のとおりです。 

・寄附を行うことの代償として、補助金を交付すること。 

・寄附を行うことの代償として、他の法人に対する金利よりも低い金利で貸付金を貸し付けること。 

・寄附を行うことの代償として、入札及び許認可において便宜の供与を行うこと。 

・寄附を行うことの代償として、合理的な理由なく市場価格よりも低い価格で財産を譲渡すること。 

・その他、寄附を行うことの代償として、経済的な利益を供与すること。 

より詳細にお調べになる場合は、右の QRコードよりご確認ください。   

  

● 寄附金または物品の納付時期：令和   年   月   日頃 

※貴社の会計上、特に支障がない場合は、寄附金の納付時期は、寄附お申出の年度末（３月上旬まで） 

    の設定をお願いします。 

 

● 寄附の公表（島原市ホームページ等で公表します。） 

・企業名の公表  □ 可 ・ □ 不可 

・寄附額の公表  □ 可 ・ □ 不可 

 

● 貴社のご担当者情報 

・所 属 部 署                      

・役 職・お名前                      

・文書等の送付先                      

・連絡先電話番号                      

・メールアドレス                      

 

 《お問合せ先》 

島原市 商工観光部 商工振興課 ふるさと納税班(企業版ふるさと納税担当) 

TEL:0957-62-8112(直通)       メールアドレス:furusato@city.shimabara.lg.jp 

(内閣府)総合サイト Q&A 


